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早期地震警報用アルゴリズムの総合評価
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Overall Performance Evaluation of Earthquake Early Warning Algorithm

Masahiro  KORENAGA　　Shunroku  YAMAMOTO　　Shunta  NODA

　In order to verify the effects of the new earthquake early warning algorithm developed by RTRI, we conduct-
ed an overall performance evaluation on the accuracy and promptness of the alarm output during earthquakes. 
We compared the result of the new earthquake early warning algorithm and that of the current algorithm with re-
spect to the correct answer rate of the area that alarm outputs cover and the ratio of the unnecessary alarms. We 
also compared the result of the current algorithm and that of the new algorithm on the alarm output timing for 
each seismic event. As a result, we showed that the accuracy and quickness of the alarm output are improved. 
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１．はじめに

　日本の鉄道では，地震発生時に列車の安全を確保する

ために，鉄道構造物や走行列車への影響を判断して『警

報』を出力し，列車の停止，減速を行うことが原則であ

る１）２）３）。特に新幹線のような高速鉄道においては，上

記を速やかに行うために，地震発生後，即時に地震波の

到達を検知し，自動的に警報出力の判断を行う早期地震

防災システムが導入されている１）４）。新幹線の早期地震

防災システムでは，規定値超過による警報に加えて，単

独地震計の P 波初動部のデータから地震諸元情報（震央

距離，震央方位，マグニチュード）を推定して警報の判

断を行う，早期地震警報用アルゴリズムが用いられてい

る例えば５）。早期地震警報用アルゴリズムでは，伝播速度

の速い P 波の情報を用いることで迅速な地震諸元推定や

警報出力判断を行うことが可能である。さらに，推定し

た地震諸元情報から，その地震による鉄道への被害発生

範囲を推定することで，必要な範囲に警報を出力するこ

とが可能であるという利点がある。一方で，P 波到達後

数秒間で推定を行うために，地震諸元情報や警報の出力

範囲に一定の誤差が生じる可能性があることから，早期

地震警報用アルゴリズムでは，その即時性とともに推定

精度の向上が求められる。

　鉄道総研では，地震時の鉄道の安全性と安定性の向上

を目指して，新たな早期地震警報用アルゴリズムの開発

を行っており６）７）８），現在，この改良したアルゴリズム

を搭載した早期警報用地震計および早期地震防災システ

ムの導入が進んでいる。本報告では，早期地震警報用ア

ルゴリズムにおける地震諸元推定手法の改良点や警報出

力の判定手法の概略を紹介するとともに，早期地震警報

用アルゴリズムによる警報出力範囲の精度や警報出力時

間に関するシステムとしての総合的な評価を行うことで

得られる，新たな早期地震防災システムの導入効果につ

いて述べる。

２．早期地震警報用アルゴリズム

　ここでは，早期地震警報用アルゴリズムの地震諸元推

定手法について，現行の早期地震防災システムで用いら

れているアルゴリズム（現行アルゴリズム）と，新たに

開発したアルゴリズム（新アルゴリズム）との違いを中

心に概説する。

2. 1　震央距離推定手法

　早期地震警報用アルゴリズムにおける震央距離推定手

法では，P 波初動部分の振幅増加率と震央距離との統計

的な関係から震央距離を推定する。現行アルゴリズムに

おける震央距離推定手法（B-Δ 法）５）９）では，P 波到達

から 2 秒間のデータに対して式 (1) に示す関数をフィッ

ティングさせることで振幅増加率を示す係数 B を求め，

統計的に震央距離 Δ の推定を行っている。

　　 y t Bt At( ) exp= −( )            (1)

ここで y(t) は地震波の振幅エンベロープ，t は時間，A，
B は関数フィッティングにより得られる係数である。

　これに対し，新アルゴリズムの震央距離推定手法で

は，フィッティングさせる関数を式 (2) のように単純化

すると同時に使用するデータ長を 0.5 秒とし，求めた係
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数 C から震央距離 Δ を推定する手法 10）を提案している

（C-Δ 法）。

　　 y t Ct( ) =              (2)

C-Δ 法では，より短いデータ長の P 波初動振幅の立ち上

がり特性に着目することで，震央距離に依存した P 波

初動の特性を効果的に利用した震央距離推定を行うこと

が可能である。図 1 に，現行アルゴリズムと新アルゴリ

ズムにおけるデータ長とフィッティング関数の違いを示

す。

2. 2　震央方位推定手法

　震央方位は，観測された加速度波形を二回積分するこ

とにより得られた変位波形に対して，主成分分析法を適

用することにより算出を行っている。主成分分析法によ

り粒子軌跡の長軸方向（第 1 主成分）を求め，長軸方

図１　震央距離推定手法における，現行アルゴリズム

（青線）と新アルゴリズム（赤線）のフィッティ

ング関数

図２　震央方位推定手法における現行アルゴリズム（青

線）と新アルゴリズム（赤線）のデータ長の違

い
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(3)Δ43Δlog2log1 1010 　　 PmPmPmAPmM  
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ニチュード決定が早期に行えることが期待される。新ア

ルゴリズムで用いる震央距離と最大振幅値との関係式を

式 (3) に示す。式 (3) では，現行アルゴリズムで用いる

式に，不均質な地殻内を地震波が伝播することによって

生じる影響（内部減衰および散乱減衰）に対応する項（右

辺第四項：粘性減衰項）を加えている。係数の値は異な

るものの，変位マグニチュード，加速度マグニチュード

の両方で式 (3) と同じ型の式を使用する。

　M Pm A Pm Pm Pm= ⋅ + ⋅ ∆ + + ⋅∆1 2log log10 10 3 4     (3)

ここで，A は振幅の最大値，Δ は震央距離（km），Pm1，
Pm2，Pm3，Pm4 は係数である。

　また，マグニチュードは P 波初動数秒間のデータだけ

ではなく，逐次更新される観測波形の最大振幅値を用い

て繰り返し算出を行い，求められたマグニチュードの最

大値をトレースしている。これは，M6 を超えるような

規模の大きな地震では，震源断層の破壊開始から完了ま

での継続時間が数秒から数十秒を超えるため，P 波の極

初動部のみの情報から最終的なマグニチュードを推定す

ることが難しいためである。新アルゴリズムではこのマ

グニチュードの追加推定について，現行アルゴリズムよ

りも P 波中の推定間隔を短く，かつ推定回数を増やすよ

う改良を行い，安全性の向上を図っている。
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３．早期地震警報用アルゴリズムの警報出力判定

　早期地震警報用アルゴリズムでは，推定地震諸元情報

を求めた後に，その情報を用いて警報を出力する範囲を

決定し，必要な範囲に適切に警報を出力する必要がある。

ここでは，主に新幹線の早期地震防災システムで用いら

れている警報範囲の決定手法と，警報出力・列車運行の

制御手法について述べる。

3. 1　M-Δ 法による警報出力範囲の決定

　早期地震警報用アルゴリズムにおける警報出力範囲決

定の方法は，その利用特性上，簡易かつ即時性に優れ

ることが求められる。新幹線の早期地震防災システムで

広く用いられている警報出力範囲の決定手法として，過

去の地震災害における鉄道被害事例の，マグニチュード

（M）と被災箇所の最大震央距離（Δlim）との関係を用い

る手法（M-Δ 法）がある。マグニチュードが大きいほ

ど，被害が発生する範囲も大きくなる傾向があり（図 3），
その関係式は式 (4) で表される 14）。

　　 log . .10 lim∆ = −0 51 1 5M             (4)

Δlim は被災発生の最遠点の震央距離を示し，式 (4) の関

係式を被害発生限界線と呼ぶ。

　新幹線の早期地震防災システムでは，後述するように，

この M-Δ 法の被害発生限界線を利用した固定制御手法

や可変制御手法と呼ばれる手法により，警報の出力と列

車運行の制御を行っている。

3. 2　早期地震警報用アルゴリズムによる固定制御

　地震諸元推定を行った地震計，およびその地震計の受

け持つ範囲に地震被害が発生すると判断された場合に警

報出力を行う手法である。地震諸元推定を行った地震計

自身が M-Δ 法による被害発生限界線の範囲内に含まれ

た場合に警報を出力し，その地震計が受け持つ固定範囲

の列車運行を制御する。新幹線の早期地震防災システム

では，例えば地震計が設置されている変電所等に制御信

号を送信することにより，き電が遮断されて走行中の新

幹線の非常ブレーキが自動的に動作し，減速・停止が行

われる。これは早期警報用地震計の基本的な機能であり，

仮に他の地震計やサーバとの通信が遮断された場合にお

いても当該地震計単独で警報出力を行うことができる重

要な制御方法である。

3. 3　早期地震警報用アルゴリズムによる可変制御

　推定されたマグニチュードの大きさに応じて警報出力

と列車の運行制御を行う範囲を可変とする制御方法であ

る。推定震央位置を中心とした被害発生限界線範囲内全

図３　地震イベント毎の鉄道地震被災箇所の震央距離

とマグニチュードの関係図（M-Δ 図）
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ある。推定震央位置を中心とした被害発生限界線範囲内

全体に警報を出力し，列車運行を制御する。新幹線の早

期地震警報システムでは，推定地震諸元情報を，サーバ

等を介して他の地震計に対して送信し，情報を受け取っ

た各地震計が被害発生限界線範囲に含まれるか否かを判

断することで警報出力の有無を決定する。地震の規模，

被害範囲に応じた適切な警報出力が行われること，また，

震源に近い地震計の推定情報により判断を行なうことで，

より早期に，より広い範囲に警報出力を行なうことが可

能であるというメリットがある。 
 

4．早期地震警報用アルゴリズム総合性能評価 
 
早期地震警報用アルゴリズムの性能評価として，2.1

節から2.3節に示した震央距離，震央方位，マグニチュ

ードの各地震諸元推定手法については，正解値と推定値

との比較による精度検証が行われており，それぞれの手

法の推定精度は現行アルゴリズムと比較して同等以上と

なることが示されている8)。一方で，早期地震警報用ア

ルゴリズムを搭載した早期地震防災システムの導入効果

の検証を行なうためには，各地震諸元推定手法と3章で

示した警報出力判定手法とを組み合わせたシステムとし

ての総合的な性能評価を行なう必要がある。そこで，実

地震データを用いた早期地震警報用アルゴリズムの総合

性能評価を行い，現行アルゴリズムと新アルゴリズムと

で結果の比較を行なった。総合性能評価では，警報出力

の性能検証として，警報出力範囲の正解率・空振り率の 

図３ 地震イベント毎の鉄道地震被災箇所の

震央距離とマグニチュードの関係図

（M-Δ図） 
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を行い，現行アルゴリズムと新アルゴリズムとで結果の

比較を行った。総合性能評価では，警報出力の性能検証

として，警報出力範囲の正解率・空振り率の確認と，警

報出力タイミングの評価を行った。
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4. 1　警報の正解率，空振り率

　地震イベント毎に早期地震警報用アルゴリズムによる

推定警報出力範囲の正解率，空振り率を求め，現行アル

ゴリズムと新アルゴリズムとの結果の比較を行った。

　警報出力範囲の正解率，空振り率の概念図を図 4 に示

す。警報出力範囲は M-Δ 法により決定し，被害発生限

界線範囲内全体に警報を出力する可変制御を行うことと

した。ここでは，早期地震警報用アルゴリズムによる推

定警報出力範囲と，正解の警報出力範囲とを比較し，双

方が一致している範囲（図中の緑色斜線部）の面積を正

解の警報出力範囲面積（赤色部）で除したものを正解率，

双方が不一致でかつ正解の範囲外に出ている範囲の面積

（警報の空振り範囲；緑色点部）を正解の面積で除した

ものを空振り率とした。正解の警報出力範囲は，気象庁

一元化震源の震央位置，マグニチュードの情報により求

めた。また，一つの地震イベントに対して複数の地震計

が推定，警報出力を行った場合は，各地震計の推定警報

範囲を足し合わせた総面積をその地震イベントにおける

推定警報出力範囲とした。地震時の鉄道の安全性向上の

ためには，正解率が 1 に近づくことが望ましい。一方，

鉄道の安定輸送の観点からは，空振り率がより小さな値

となることが望まれる。

　解析に用いたデータは，新アルゴリズムの開発で使

用した国立研究開発法人防災科学技術研究所の K-NET，
KiK-net 実地震データ，1996 年から 2011 年に記録さ

れた M4.5 以上の 195 地震である。ここでは，K-NET，
KiK-net 観測網の地震計を仮想的に鉄道の早期地震防災

システム地震計とみなして解析を行った。

図４　警報出力範囲の正解率と空振り率の概念図

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現行アルゴリズム 新アルゴリズム

正解率 0.87 0.93

空振り率 1.42 0.19
 

 
 
確認と，警報出力タイミングの評価を行なった。 

 
4．1 警報の正解率，空振り率 

地震イベント毎に早期地震警報用アルゴリズムによる

推定警報出力範囲の正解率，空振り率を求め，現行アル

ゴリズムと新アルゴリズムとの結果の比較を行った。 
警報出力範囲の正解率，空振り率の概念図を図4に示す。

警報出力範囲はM-Δ法により決定し，被害発生限界線

範囲内全体に警報を出力する可変制御を行なうこととし

た。ここでは，早期地震警報用アルゴリズムによる推定

警報出力範囲と，正解の警報出力範囲とを比較し，双方

が一致している範囲（図中の緑色斜線部）の面積を正解

の警報出力範囲面積（赤色部）で除したものを正解率，

双方が不一致でかつ正解の範囲外に出ている範囲の面積

（警報の空振り範囲；緑色点部）を正解の面積で除した

ものを空振り率とした。正解の警報出力範囲は，気象庁

一元化震源の震央位置，マグニチュードの情報により求

めた。また，一つの地震イベントに対して複数の地震計

が推定，警報出力を行った場合は，各地震計の推定警報

範囲を足し合わせた総面積をその地震イベントにおける

推定警報出力範囲とした。地震時の鉄道の安全性向上の

ためには，正解率が1に近づくことが望ましい。一方，

鉄道の安定輸送の観点からは，空振り率がより小さな値

となることが望まれる。 
解析に用いたデータは，新アルゴリズムの開発で使用

した国立研究開発法人防災科学技術研究所のK-NET，
KiK-net実地震データ，1996年から2011年に記録された

M4.5以上の195地震である。ここでは，K-NET，KiK-net  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
観測網の地震計を仮想的に鉄道の早期地震防災システム

地震計とみなして解析を行なった。 
表1に，求められた警報出力範囲の正解率と空振り率

を示す。正解率の算出には，過去に鉄道の地震被害が発
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情報による正解の警報出力範囲内に地震計が含まれる地

震（62地震）を使用し，地震ごとの正解率の平均値を求

めている。また，空振り率の算出には，全195地震を使

用している。空振り率については，地震イベントごとの

値が正規分布に従わないことから，その中央値を全体の

空振り率としている。表1より，正解率は現行アルゴリ

ズム，新アルゴリズムともに9割近い値となるが，新ア

ルゴリズムを用いることによりさらに約6%精度が向上

することが明らかになった。また，空振り率は現行アル

ゴリズムと比較して約87%と大幅に減少することが明ら

かとなった。上記より，新アルゴリズムは現行アルゴリ

ズムを使用する場合と比較して，より適正な範囲に警報

が出力され，地震時の安全性，安定性が向上するものと
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図５ 警報出力タイミングの概念図 

表１　警報出力範囲の正解率と空振り率

現行アルゴリズム 新アルゴリズム

正解率 0.87 0.93

空振り率 1.42 0.19

　表 1 に，求められた警報出力範囲の正解率と空振り率

を示す。正解率の算出には，過去に鉄道の地震被害が発

生したマグニチュード M5.5 以上かつ気象庁一元化震源

情報による正解の警報出力範囲内に地震計が含まれる地

震（62 地震）を使用し，地震ごとの正解率の平均値を

求めている。また，空振り率の算出には，全 195 地震を

使用している。空振り率については，地震イベントごと

の値が正規分布に従わないことから，その中央値を全体

の空振り率としている。表 1 より，正解率は現行アルゴ

リズム，新アルゴリズムともに 9 割近い値となるが，新

アルゴリズムを用いることによりさらに約 6% 精度が向

上することが明らかになった。また，空振り率は現行ア

ルゴリズムと比較して約 87% と大幅に減少することが

明らかとなった。上記より，新アルゴリズムは現行アル

ゴリズムを使用する場合と比較して，より適正な範囲に

警報が出力され，地震時の安全性，安定性が向上するも

のと見込まれる。

4. 2　警報出力タイミング

　警報出力の早期性向上の評価のため，地震イベント

ごとに警報出力タイミングを確認し，現行アルゴリズム

と新アルゴリズムとの結果の比較を行った。対象となる

地震計の個別の推定，警報判定による動作を確認する

ために，警報出力タイミングは固定制御による警報のタ

図５　警報出力タイミングの概念図
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図５ 警報出力タイミングの概念図 
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イミング（早期地震警報アルゴリズムにより推定した被

害発生限界範囲に推定を行った地震計が含まれるタイミ

ング）とした（図 5）。ここでは，2003 年以降に発生し

た主な被害地震で記録されたデータのうち，震央距離が

50km 以内でかつ JR 警報用加速度 14）が 40gal 以上を記

録した地震計のデータ（6 地震）を対象として検証を行っ

た。使用した地震の一覧を表 2 に示す。

　図 6 ～ 11 に，各地震による警報の検証結果を示す。

横軸は地震発生からの経過時間，縦軸は警報出力した地

震計の割合を示している。図 6 ～ 11 で警報出力した地

震計の割合が 1 に到達しないものがある。これは 30 秒

以降に警報出力した地震計や，固定制御による警報の条

件を満たさなかった地震計があるためであるが，その多
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図 10　2008 年岩手・宮城内陸地震での警報出力タイ

ミング

図 11　2016 年熊本地震での警報出力タイミング

図８　2007 年能登半島沖地震での警報出力タイミング 図９　2007 年新潟県中越沖地震での警報出力タイミング

図６　2004 年新潟県中越地震での警報出力タイミング 図７　2005 年福岡県西方沖地震での警報出力タイミング
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アルゴリズムとの結果の比較を行った。対象となる地震

計の個別の推定，警報判定による動作を確認するために，

警報出力タイミングは早期地震警報アルゴリズムにより

推定した被害発生限界範囲に，推定を行った地震計が含

まれる，固定制御による警報のタイミングとした（図

5）。ここでは，2003年以降に発生した主な被害地震で

記録されたデータのうち，震央距離が50km以内でかつ 
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に警報出力タイミングを確認し，現行アルゴリズムと新

アルゴリズムとの結果の比較を行った。対象となる地震

計の個別の推定，警報判定による動作を確認するために，

警報出力タイミングは早期地震警報アルゴリズムにより

推定した被害発生限界範囲に，推定を行った地震計が含

まれる，固定制御による警報のタイミングとした（図

5）。ここでは，2003年以降に発生した主な被害地震で

記録されたデータのうち，震央距離が50km以内でかつ 
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（図 6，新潟県中越地震）であった。また，最初の警報

タイミング以降についても，ほぼすべての地震計で現行

アルゴリズムよりも新アルゴリズムの方が早く警報出力

される結果となり，新アルゴリズム導入により警報出力

の早期性が向上することが示された。

５．まとめ

　本報告では，早期地震警報用アルゴリズムにおける地

震諸元推定手法の改良点や警報出力の判定手法の概略

を述べた後，鉄道総研が開発した新しい早期地震警報用

アルゴリズムの導入効果の検証として，警報出力範囲の

精度や警報出力時間に関する総合的な評価を行い，現行

アルゴリズムによる結果と比較した。早期地震警報アル

ゴリズムによる警報出力範囲の正解率，空振り率の比較

を行った結果，正解率は現行アルゴリズムと比較して約

6% 向上し，空振り率は約 87% 減少することを確認した。

また，地震イベントごとの警報出力タイミングは，現行

アルゴリズムと比較して直近観測点で最大 4 秒程度早く

なることが明らかになった。以上の結果から，新しい早

期地震警報用アルゴリズムの導入により，警報出力の精

度が向上するとともに警報出力の早期性が向上すること

が示された。
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